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HPH活動による病院職員の喫煙率への影響

《調査報告》

【目　的】　病院で禁煙のためのHPH（Health Promoting Hospitals and Health Services）活動を行うことで職
員の喫煙率が低下するあるいはタバコに対する意識が改善するかどうかを調べること。
【方　法】　日本HPHネットワークに加盟する病院のうち介入群として4病院、対照群として6病院に依頼
し、2019～20年度のすべての職員（2,069名）を対象にした。介入群では、患者・地域・職員を対象にした
禁煙のためのHPHプログラムを行った。研究開始前と終了時の喫煙率の変化を主要アウトカム、加濃式社会
的ニコチン依存度調査票（KTSND）のスコアの変化を二次アウトカムとした。
【結　果】　介入群（786名）の喫煙率は9.5％から8.4％、対照群（1,283名）の喫煙率は10.1％から9.0％と有
意な低下はみられなかった。介入群のKTSNDスコアは中央値12（四分位範囲：8～16）から12（8～16）と
変化なく、対照群のKTSNDスコアは12（7～16）から12（8～16）と有意に上昇していた（P＝0.001）。
【結　論】　禁煙のためのHPHプログラムによって病院職員の喫煙率とタバコに対する意識に変化はみられな
かった。

キーワード：健康増進活動拠点病院、喫煙率低下、加濃式社会的ニコチン依存度調査票

禁煙のためのHealth Promoting Hospitals and 
Health Services（HPH）活動が病院職員の喫煙率と 

タバコに対する意識に及ぼす影響
福島　啓 1、野口　愛 1、今村翔太郎 2

1．西淀病院地域総合内科、2．西淀病院医局事務課（現ファミリークリニックなごみ）

Ⅰ. 緒　言
医療・介護従事者は患者・利用者に対して禁煙を
指導する立場にあり、自身は喫煙しないことが求め
られるが、医療機関・介護施設でも実際には一定数
の喫煙している職員が存在する。当院（西淀病院）職
員の喫煙率は2017年の調査で15％と高く、職員の
禁煙を進めることが課題になっていた。喫煙はニコ
チン依存症であるため禁煙には困難が伴い、職業倫
理の教育や啓発活動だけで医療機関・介護施設の職
員の喫煙率を下げるのには限界がある。一方で、医
療機関の外部評価では職員の喫煙率を把握してい
ることが求められる。また、当院はWHOが提唱し
た HPH（Health Promoting Hospitals and Health 
Services）に加盟しており、職員の健康増進の面でよ

り進んだ禁煙の取り組みが求められている。HPHは
患者・職員・地域住民という幅広い対象に対して働
きかけて健康水準を向上させることを目的とした国
際ネットワークであり、日本では現在120の事業所
が加盟している 1）。HPHに加盟している事業所では、
タバコ（禁煙）、アルコール（飲酒量低減、断酒）、運
動不足、BMI、栄養、健康の社会的決定要因（経済
的孤立、社会的孤立）に対する健康増進活動が求め
られている。
日本人の成人喫煙率は2019年に男性27.1％、女
性7.6％と報告されており 2）、医師の喫煙率は2020
年に男性7.1％、女性2.1％ 3）、看護師の喫煙率は
2018年に7.5％と報告されている 4）。介護施設での職
員の喫煙率は2018年に22.2％と報告されており5）、
医師・看護師の喫煙率より高い。
職場を対象にした禁煙のための介入のメタ・アナ

リシスでは、グループ療法や個人のカウンセリング、
薬物療法と並んで、禁煙を主目的にした多因子介入
プログラムで禁煙率が高かった（オッズ比1.55、95％
信頼区間：1.13～2.13）6）。禁煙を主目的にした多因
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子介入プログラムは喫煙者個人に対してだけでなく
職場全体にも効果がみられたが、喫煙を含む複数の
因子に対する介入プログラムには禁煙率を高める効
果はみられなかった 6）。金銭的なものを含むインセン
ティブは職場の禁煙率を高める効果がみられた 7）。日
本の12の一般企業を対象にして行われた研究では、
職場全体を対象にした低強度の禁煙のための介入で
3年後の禁煙率が高かった（オッズ比1.38、95％信頼
区間：1.05～1.81）8）。職場での禁煙プログラムは準
備期にある職員に対して効果的である 9）。
今回、HPHに加盟している事業所において、禁煙

のためのHPH活動に重点を置いて行うことで、禁煙
のためのHPH活動に重点を置いていない医療機関
と比較して職員の喫煙率がより低下するあるいはタ
バコに対する意識がより改善するかどうかを調べる
研究を行うことにした。職場に対する禁煙のための
介入について調べた先行研究は多いが、病院職員を
対象にしたものはなく、HPH活動に職員の喫煙率を
下げる効果があるかどうかは明らかにされていない。
これを明らかにすることで、医療機関・介護施設が
HPH活動を行うことで、職員の喫煙率を下げること
が期待できる。

Ⅱ. 対象と方法
日本HPHネットワークに加盟している病院に参加
を募り、介入群として西淀病院（大阪市、218床）、
みどり病院（岐阜市、99床）、巨摩共立病院（山梨県
南アルプス市、152床）、川久保病院（岩手県盛岡市、
120床）の4病院、対照群としてくわみず病院（熊
本市、100床）、高松平和病院（香川県高松市、123
床）、尼崎医療生協病院（兵庫県尼崎市、199床）、
耳原総合病院（大阪府堺市、386床）、利根中央病院

（群馬県沼田市、253床）、健和会病院（長野県飯田
市、199床）の6病院に依頼した。介入群・対照群の
割り付けはランダム割り付けではなく、各病院の希
望によった。2019～2020年度の介入群および対照
群のすべての職員を対象にした。
介入群では、2020年1月～21年3月に職員・患

者・地域住民を対象とした禁煙のためのHPH活動プ
ログラム（学習会、ワークショップ、小学校の喫煙防
止教室、患者対象の禁煙教室、病院周辺の吸い殻拾
いなど）を行った（表1）。対照群では従来通りの医療
活動を行った。介入群の病院は定期的にミーティン
グを行って介入内容を調整したが、基本的に介入内
容や頻度は各病院に任された。介入群では、研究期
間中にすべての職員が1回以上禁煙のためのHPH活
動プログラムに参加することを目標として参加率を
測定した。介入群・対照群のすべての病院が敷地内
禁煙になっていた。
主要アウトカムは介入群および対照群の前後での

喫煙率の低下（％）とした。二次アウトカムは介入
群および対照群の前後での加濃式社会的ニコチン依
存度調査票（Kano Test for Social Nicotine Depen-
dence：KTSND）スコアの低下とした。
加濃式社会的ニコチン依存度調査票（KTSND）は

「喫煙の嗜好・文化性の主張」「喫煙・受動喫煙の害
の否定」「効用の過大評価」という3つの要素を反映
する10の質問項目からなる質問票を用いて社会的ニ
コチン依存度を評価するものであり（表2）、喫煙の
有無にかかわらず使用できる 10）。
研究開始前（2019年12月）と終了後（2021年4月）

に介入群および対照群の医療機関の全職員を対象に
喫煙の有無とKTSNDのアンケートを行った。喫煙
歴は現在喫煙、過去喫煙、喫煙したことがない（非

表 1　介入群（西淀病院）で行った介入

内　容 対　象 頻　度

病院周辺の吸い殻拾い 職　員 月1回

禁煙教室 患者・職員 月1回

禁煙学習会 職　員 年1回

喫煙予防教室 地域の小学生 年2回

入院患者への禁煙のお勧め 患　者 そのつど

禁煙カードの配布 患　者 そのつど

広報誌の発行 患者・地域・職員 月1回

介入群の病院によって内容は異なる。
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喫煙）に分けて質問し、喫煙者については、紙巻きタ
バコ、新型タバコ、紙巻きと新型の併用に分けて質
問した。なお、本論文での新型タバコとは、加熱式
タバコや電子タバコを含む紙巻きタバコ以外のタバ
コを指している。喫煙率は紙巻きタバコ、新型タバ
コ、紙巻きと新型の併用のすべてを含んだ割合とし
た。
アンケートは匿名で個人を特定できないようにし
た上で、前後で同一回答者であることがわかるよう
に配布・回収した。
介入前後の喫煙率の変化については、対応のあ

る2群間の比率の比較としてMcNemar検定で検定
した。介入前後のKTSNDの変化については、正
規分布に従わない対応のある2群間の比較として 
Wilcoxonの符号付順位和検定で検定した。正規性
の検定はShapiro-Wilk検定で行った。
研究計画書を西淀病院倫理委員会（承認番号：

2019-倫12）および対象となる病院の倫理委員会に提
出して承認を得た。アンケートを記載したことおよ
び禁煙のためのHPH活動に参加したことをもって研
究への参加に同意したとみなし、個別の参加者から
書面での同意はとらなかった。本研究は、日本HPH
ネットワークからの研究助成を受けている。

Ⅲ. 結　果
対象になった病院の2019～2020年度のすべての

職員にアンケートを配布して4,394名から回収し、そ
のうち開始前と終了後の両方を回収できた2,069名
（男性508名、女性1,527名、無回答34名）を解析対
象とした。2,069名のうち介入群は786名（男性217
名、女性556名、無回答13名）、対照群は1,283名
（男性291名、女性971名、無回答21名）だった（表
3）。開始前の喫煙者は9.9％、過去喫煙者は19.9％、
非喫煙者は69.8％だった。全体での喫煙率は開始
前の9.9％（男性20.1％、女性6.6％）から終了後は
8.7％（男性17.5％、女性5.9％）に低下していたが有
意差はなかった。KTSNDスコアの中央値（四分位範
囲）は開始前12点（7～16点）から終了後12点（8～
16点）で有意に上昇していた（P＝0.01）。喫煙者が
使用しているタバコの種類は、紙巻きタバコが50％、
新型タバコが32％、紙巻きタバコと新型タバコの併
用が18％だった。職種別では多くの職種で喫煙率は
低下傾向なのに対して、介護職の喫煙率は15％と高
く低下傾向がみられなかった。

介入群は開始前・終了後で喫煙率およびKTSND
スコアに有意な変化はみられず、対照群では喫煙率
に変化はみられなかったが、KTSNDスコアは有意
に上昇していた（表4）。男女別にみると、対照群の
女性で KTSNDスコアの有意な上昇がみられた（表
4）。また、喫煙状況別にわけた KTSNDスコアの変
化では、介入群ではいずれも前後で変化がなかった
が、対照群では喫煙者と非喫煙者で有意な上昇がみ
られた（表5）。

KTSNDスコアが規準範囲内である9点以下の割
合は、介入群では開始前33.1％（738名中244名）か
ら終了後33.7％（756名中255名）と変化なく、対照
群では開始前34.3％（1,210名中415名）から終了後
30.9％（1,208名中373名）と減少していた（母数が
異なるのは無回答の対象者がいたため）。介入群の
職員の禁煙のためのHPH活動への参加率は60.8％
だった。

Ⅳ. 考　察
病院職員の喫煙率は経年的に低下傾向にあるが、
今回の研究では前後での喫煙率の有意な低下はみら
れなかった。今回の対象者のうちで喫煙者が使用し
ているタバコの種類は、紙巻きタバコが50％に対し
て、新型タバコが32％、紙巻きタバコと新型タバコ
の併用が18％だった。2019年の国民健康栄養調査
では紙巻きタバコのみが72.0％、新型タバコのみが
20.3％、紙巻きタバコおよび新型タバコが6.4％と報

表2	 加濃式社会的ニコチン依存度調査票（KTSND）
の質問項目

① タバコを吸うこと自体が病気である。
② 喫煙には文化がある。
③ タバコは嗜好品（味や嗜癖を楽しむもの）である。
④ 喫煙する生活様式も尊重されてよい。
⑤ 喫煙によって人生が豊かになる人もいる。
⑥ タバコは効用（からだや精神によい作用）がある。
⑦ タバコはストレスを解消する作用がる。
⑧ タバコは喫煙者の頭の働きを高める。
⑨ 医者はタバコの害を騒ぎすぎる。
⑩ 灰皿の置かれている場所は、喫煙できる場所で
ある。

①はそう思う（0点）、少しそう思う（1点）、あまり思わない
（2点）、思わない（3点）、②～⑩はそう思う（3点）、少しそ
う思う（2点）、あまり思わない（1点）、思わない（0点）の4
段階で答えて、項目ごとに0～3点（30点満点）で評価する。



日本禁煙学会雑誌　第18巻第1号　2023年（令和5年）4月13日

16

HPH活動による病院職員の喫煙率への影響

表3　介入群と対照群の比較
介入群 割合（％） 対照群 割合（％） 合計

全対象 786 1,283 2,069

性別
男性 217 27.6 291 22.7 508
女性 556 70.7 971 75.7 1,527
無回答 13 1.7 21 1.6 34

喫煙状況

喫煙者 75 9.5 130 10.1 205
過去喫煙者 153 19.5 258 20.1 411
非喫煙者 556 70.7 888 69.2 1,444
無回答 2 0.3 7 0.5 9

職種

医師 37 4.7 54 4.2 91
病棟看護師 136 17.3 332 25.9 468
外来看護師 62 7.9 169 13.2 231
技術職 220 28.0 318 24.8 538
介護職 108 13.7 50 3.9 158
事務職 128 16.3 243 18.9 371
その他 86 10.9 105 8.2 191
無回答 9 1.1 12 0.9 21

表4　介入群・対照群の喫煙率・KTSNDの変化
開始前 終了後 P値

介入群
（786名、男217名、 
女556名）

喫煙率（％）
全体 9.5 8.4 0.48
男 18.9 15.2 0.37
女 6.1 5.9 1.0

KTSND
全体 12 (8～16) 12 (8～16) 0.67
男 14 (8～18) 14 (8.5～18) 0.40
女 12 (8～15) 12 (8～15) 0.89

対照群
（1,283名、男291名、 
女971名）

喫煙率（％）
全体 10.1 9.0 0.35
男 21.0 19.2 0.68
女 6.9 5.9 0.40

KTSND
全体 12 (7～16) 12 (8～16) 0.001*
男 14 (9～17) 14 (9～18) 0.21
女 11 (7～15) 12 (8～16) 0.003*

KTSNDは中央値（四分位範囲）で表示。
喫煙率の変化はMcNemar検定、KTSNDスコアの変化はWilcoxonの符号付順位和検定で検定。
＊はP＜0.05で有意差あり。

表5　介入群・対照群の喫煙状況別のKTSNDの変化
開始前 終了後 P値

介入群
喫煙者 17 (14～21) 16.5 (14～19.25) 0.71
過去喫煙者 13 (10～17) 12 (8.5～17) 0.47
非喫煙者 11 (7～15) 12 (7～15) 0.25

対照群
喫煙者 17 (15～19) 18 (15～21) 0.0004*
過去喫煙者 13 (10～17) 13 (10～16) 0.32
非喫煙者 11 (6～15) 11 (7～15) 0.003*

中央値（四分位範囲）で表示。
Wilcoxonの符号付順位和検定で検定。
＊はP＜0.05で有意差あり。
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告されており 2）、医療従事者では一般住民よりも新
型タバコへのシフトが進んでいる可能性がある。
非喫煙者も含めたタバコに対する意識（KTSNDス

コア）は介入群では変化なく、対照群では有意な上昇
がみられた。新型コロナウイルス流行下では、イギ
リスではそれまで低下トレンドだった喫煙率が若干
有意に増加し 11）、韓国ではタバコ消費が5％近く増
えて禁煙外来受診者も半減した 12）。新型コロナウイ
ルスの流行やタバコ会社による新型タバコの害を少
なくみせる販売攻勢の影響で、医療従事者において
も積極的なタバココントロール活動を行わなければ、
タバコに対する肯定的な意識が広がってしまう可能
性があると言える。禁煙のためのHPH活動による介
入によって喫煙率は変化しなかったが、KTSNDス
コアの上昇を防いだ可能性がある。
また、性別と喫煙状況別にわけたサブ解析では、
対照群の女性、喫煙者、非喫煙者でKTSNDスコア
の有意な上昇がみられた。病院職員は一般住民と比
較して女性や非喫煙者の比率が高い特徴があり、喫
煙者だけでなく病院職員の多くを占める女性や非喫
煙者のタバコに対する意識にも介入していくことが
必要である。
今回の研究での病院職員のKTSNDスコアは、
過去の医療従事者を対象にした研究と大きな差はな
く 13, 14）、KTSNDスコアで表される医療従事者のタ
バコに対する意識は経年的に変化していない可能性
がある。われわれが以前に行った研究では、小学生
に対する喫煙防止教室によってKTSND-youthのス
コアが改善したが 15）、成人のタバコに対する意識の
改善は小児より困難であると考えられる。今後、喫
煙率とともに、非喫煙者も含めたタバコに対する意
識を改善していく方法の検討が必要である。
職域での禁煙のための介入について、金銭的なイ

ンセンティブをつけると禁煙率が高まるという報告
は多いが 7）、金銭的なインセンティブをつけないプロ
グラムでの効果の報告は限られている。今回の研究
でも禁煙のためのHPHプログラムの効果がみられな
かったが、今後、効果的なHPHプログラムを開発し
ていくことが課題となる。
この研究の限界として、介入群と対照群をランダ
ム割り付けしておらず、各病院の希望によって介入
群と対照群に分けたことがあげられる。介入前後で
の効果の差がみられなかった原因として、介入群の
介入内容を十分統一できなかったことや、新型コロ

ナウイルス感染症流行のため予定していたHPH活動
が十分に行えなかったこと、介入群の職員の禁煙の
ためのHPH活動への参加率が60.8％と低かったこ
とが影響したと思われる。また、対照群もHPHネッ
トワークに加盟している病院であり、特別な禁煙活
動を行っていなくても職員の禁煙に対する意識が高
かった可能性もある。2020年4月からの改正健康増
進法の施行や2020年からの新型コロナウイルス感染
症の流行といった外的要因はあったが、介入群と対
照群を分けたことで外的要因は制御できていると考
えられる。

V. 結　論
禁煙のためのHPHプログラムによって、病院職

員の喫煙率とタバコに対する意識は変化しなかった。
病院職員の喫煙率を低下させ、タバコに対する意識
を高めるためのより効果的な禁煙のためのHPH活動
プログラムを開発していく必要がある。
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Effect of HPH activities for tobacco control on smoking rate and perception of 
tobacco-smoking among hospital employees

Hiroshi Fukushima1, Ai Noguchi1, Shotaro Imamura2

Abstract
Objective: To investigate whether HPH activities for tobacco control in hospitals reduce the smoking rate or 
improve perception of tobacco smoking among employees.
Method: Among the hospitals that are members of the J-HPH network in Japan, a request was made to four 
hospitals as the intervention group and six hospitals as the control group, and all the employees at these 
participating hospitals in 2019-2020 (n = 2,069) were included. In the intervention group, an HPH program 
for smoking cessation was implemented from January 2020 to March 2021 for patients, communities, and 
employees. The primary outcome was the change in smoking rate before the start of the study (December 
2019) and at the end (April 2021). The secondary outcome was the score change on Kano Test for Social 
Nicotine Dependence (KTSND).
Results: The smoking rate decreased slightly from 9.5% to 8.4% in the intervention group, and from 10.1% to 
9.0% in the control group, but the difference was not significant. The KTSND score in the intervention group 
remained unchanged at 12 (median, interquartile range (IQR): 8-16), while the KTSND score in the control 
group increased significantly from 12 (median, IQR: 7-16) to 12(median, IQR: 8-16) (P = 0.001).
Conclusion: HPH programs for tobacco control did not change the smoking rate and perception of tobacco 
smoking among hospital employees.

Key words
Health Promoting Hospitals and Health Services, Reduction in the smoking rate, 
Kano Test for Social Nicotine Dependence
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